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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第８期
第１四半期
連結累計期間

第９期
第１四半期
連結累計期間

第８期

会計期間
自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日

自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日

売上高 (百万円) 49,704 44,105 244,974

経常利益 (百万円) 1,629 548 7,811

四半期（当期）純利益 (百万円) 2,060 631 4,087

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,662 291 2,992

純資産額 (百万円) 28,958 29,524 30,287

総資産額 (百万円) 141,609 143,569 146,781

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 19.30 5.91 38.29

潜在株式調整後
１株当たり四半期（当期）純利益

(円) ─ 0.38 35.35

自己資本比率 (％) 20.4 20.5 20.6

(注)　１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

　　　２　売上高には、消費税等は含まれていない。

　　　３　第８期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理している。

　　　４　第８期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しない

ため記載していない。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

　
１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はない。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループが判断したもので

ある。

（１）業績の状況

①経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の深刻な影響により依然として厳

しい状況にあるが、サプライチェーンの復旧により、生産や輸出に上向きの動きがみられる等、一部に

回復の兆しが現れ始めた。

　建設業界においては、引き続きマンションの着工戸数は増加傾向にあるものの、震災の影響により企

業の設備投資意欲が減退したことに加え、公共投資は低調に推移する等、受注環境は厳しいものとなっ

た。

　このような情勢下において当社グループは、安定した受注量の確保に向け、顧客ニーズの収集・分析

に基づいた企画提案営業を推進した他、徹底した原価管理と業務の効率化によるコスト競争力の強化

を図ってきた。また、震災への対応として、東北地区復旧対策本部を中心に被災地域の情報収集に努め、

迅速に復旧工事を実施した。

  当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高は前年同四半期比5,598百万円減の44,105百万円、利益

面では営業利益は前年同四半期比879百万円減の630百万円、同じく経常利益は1,080百万円減の548百

万円を、それぞれ計上した。これに、関係会社株式の持分変動に伴う持分変動利益145百万円を特別利益

に計上し、税金費用等を加味した結果、四半期純利益は前年同四半期比1,428百万円減の631百万円と

なった。
　

　　セグメントの業績は次のとおりである。

　　（建設事業（建築））

受注高は、国内官公庁工事及び海外工事の減少等により、前年同四半期比13,188百万円減の18,137

百万円となった。

　完成工事高については、国内民間工事の減少等により、前年同四半期比6,709百万円減の33,715百万

円となった。また、セグメント利益についても、前年同四半期比731百万円減の749百万円となった。
　

　　（建設事業（土木））

受注高は、国内官公庁工事の増加等により、前年同四半期比392百万円増の4,746百万円となった。

　完成工事高については、前年同四半期比79百万円増の8,324百万円となった。セグメント利益につい

ては、前年同四半期比15百万円減の481百万円となった。
　

　　（不動産事業）

不動産事業売上高については、販売目的で保有していた不動産の売却額の増加等により、前年同四

半期比1,031百万円増の2,065百万円となった。セグメント利益については、前年同四半期比３百万円

減の363百万円となった。
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②財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の資産の部は、前連結会計年度末と比較して、有価証券が17,000百万円

増加した一方、売上債権の回収が進み受取手形・完成工事未収入金等が25,149百万円減少した。この結

果、総資産は、前連結会計年度末から3,211百万円減少し、143,569百万円となった。

　負債の部は、前連結会計年度末と比較して、未成工事受入金が5,856百万円、預り金が2,316百万円それ

ぞれ増加した一方、支払手形・工事未払金等の仕入債務が9,274百万円減少したこと等により、負債合

計は2,448百万円減少し、114,045百万円となった。

純資産の部は、四半期純利益を631百万円計上した一方、配当を1,067百万円実施したことにより利益

剰余金が減少し、また、株式相場の影響によってその他有価証券評価差額金が378百万円減少したこと

等により、前連結会計年度末と比較して763百万円減少し、29,524百万円となった。

　

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

今後の見通しについては、震災復興の本格化や海外経済の緩やかな回復を背景に、景気の持ち直しが

期待されるものの、電力供給の制約や原子力災害による企業活動への影響が憂慮される等、先行きは予

断を許さない状況が続くものと考えられる。

　建設業界においては、震災復興に伴う建設投資が見込まれるが、企業の設備投資が依然として不透明

であることに加え、雇用・所得環境の動向によるマンション市場への影響が懸念されることから、受注

環境は引き続き厳しいものと予想される。

　当社グループにおいては、このような状況に対処すべく、当期が最終年度となる中期経営計画を着実

に実行し、引き続き企画提案力とコスト競争力双方の強化を図り、安定的な受注の確保に努めていく。

また、海外事業の成長に向けた取組体制の強化や、社会的要請の高まりが見込まれる環境・防災分野へ

注力する他、新規事業分野の開拓にも挑戦する等、より強固な収益基盤の確立に向けて邁進していく所

存である。 

　

（３）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費は132百万円であった。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成23年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 106,761,205106,761,205
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は10株

計 106,761,205106,761,205― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成23年４月１日～
平成23年６月30日

─ 106,761 ─ 16,354 ─ 3,893

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、

記載することができないことから、直前の基準日である平成23年３月31日現在の株主名簿による記載を

している。

① 【発行済株式】

 　 平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式

　　　　　　　14,030
― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

　　　　106,708,660
10,670,866 ―

単元未満株式
普通株式

38,515
― １単元（10株）未満の株式

発行済株式総数 106,761,205― ―

総株主の議決権 ― 10,670,866 ―

(注) １　「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」の欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義

の株式がそれぞれ590株（議決権59個）及び５株含まれている。

２　単元未満株式数には当社所有の自己株式４株が含まれている。
　

② 【自己株式等】

　  平成23年３月31日現在　

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
 東急建設株式会社

東京都渋谷区渋谷一丁目16番14号 14,030─ 14,030 0.01

計 ― 14,030─ 14,030 0.01

　
２ 【役員の状況】

　該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載

している。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成23年４月１

日から平成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 24,663 29,635

受取手形・完成工事未収入金等 66,118 40,969

有価証券 － 17,000

未成工事支出金 11,621 15,672

不動産事業支出金 1,389 194

販売用不動産 2,980 2,751

材料貯蔵品 80 82

繰延税金資産 2,518 2,500

その他 6,997 4,516

貸倒引当金 △986 △611

流動資産合計 115,384 112,711

固定資産

有形固定資産 13,947 13,919

無形固定資産 341 337

投資その他の資産

投資有価証券 12,928 12,426

長期貸付金 302 302

繰延税金資産 617 640

その他 ※1
 3,417

※1
 3,389

貸倒引当金 ※1
 △157

※1
 △157

投資その他の資産合計 17,108 16,600

固定資産合計 31,397 30,858

資産合計 146,781 143,569

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 75,948 66,674

短期借入金 93 94

未払法人税等 371 159

未成工事受入金 18,148 24,004

完成工事補償引当金 1,193 1,063

工事損失引当金 847 621

賞与引当金 2,048 2,731

訴訟損失引当金 384 384

預り金 5,297 7,614

その他 3,254 1,617

流動負債合計 107,585 104,965

固定負債

長期借入金 4,539 4,492

退職給付引当金 3,796 4,022

その他 571 565

固定負債合計 8,907 9,079

負債合計 116,493 114,045
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 16,354 16,354

資本剰余金 3,893 3,893

利益剰余金 10,650 10,213

自己株式 △38 △38

株主資本合計 30,860 30,424

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △582 △961

為替換算調整勘定 △36 △18

その他の包括利益累計額合計 △618 △979

少数株主持分 46 80

純資産合計 30,287 29,524

負債純資産合計 146,781 143,569
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高

完成工事高 48,670 42,040

不動産事業売上高 1,034 2,065

売上高合計 49,704 44,105

売上原価

完成工事原価 44,812 39,398

不動産事業売上原価 629 1,658

売上原価合計 45,442 41,056

売上総利益

完成工事総利益 3,857 2,642

不動産事業総利益 404 406

売上総利益合計 4,262 3,049

販売費及び一般管理費 2,752 2,418

営業利益 1,509 630

営業外収益

受取利息 4 18

受取配当金 223 68

持分法による投資利益 0 －

その他 19 33

営業外収益合計 247 121

営業外費用

支払利息 36 27

持分法による投資損失 － 135

その他 91 40

営業外費用合計 128 203

経常利益 1,629 548

特別利益

貸倒引当金戻入額 565 －

持分変動利益 － 145

特別利益合計 565 145

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 48 －

特別損失合計 48 －

税金等調整前四半期純利益 2,146 694

法人税、住民税及び事業税 38 46

法人税等調整額 27 △4

法人税等合計 65 42

少数株主損益調整前四半期純利益 2,080 652

少数株主利益 19 20

四半期純利益 2,060 631
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,080 652

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △436 △367

為替換算調整勘定 － 7

持分法適用会社に対する持分相当額 18 △0

その他の包括利益合計 △417 △360

四半期包括利益 1,662 291

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,642 270

少数株主に係る四半期包括利益 19 21
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【追加情報】

　
当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年６月30日)

(追加情報)

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用している。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成23年６月30日）

１　偶発債務（保証債務）

(イ)連結会社以外の相手先の借入金に対する保証を

行っている。

　
全国漁港・漁村振興
漁業協同組合連合会

103百万円

　　(注)　上記の保証金額は、他社分担保証額を除いた当

社の保証債務額である。

１　偶発債務（保証債務）

(イ)連結会社以外の相手先の借入金に対する保証を

行っている。

　
全国漁港・漁村振興
漁業協同組合連合会

103百万円

　　(注)　上記の保証金額は、他社分担保証額を除いた当

社の保証債務額である。

(ロ)連結会社以外の会社の工事入札、履行、支払に対す

る保証を行っている。

　
CH. KARNCHANG-TOKYU 
CONSTRUCTION CO., LTD.

198百万円
　

　 　 　 　

　 合計(イ)＋(ロ) 301　

 

(ロ)連結会社以外の会社の工事入札、履行、支払に対す

る保証を行っている。

　
CH. KARNCHANG-TOKYU 
CONSTRUCTION CO., LTD.

140百万円

　 　 　 　
　

　 合計(イ)＋(ロ) 244　

２　※１　その他（破産更生債権等）と貸倒引当金の直接

減額表示

債権全額に貸倒引当金を設定している「破産

更生債権等」については、当該貸倒引当金

（当連結会計年度末2,165百万円）を債権か

ら直接減額することとしている。

２　※１  その他（破産更生債権等）と貸倒引当金の直

接減額表示

債権全額に貸倒引当金を設定している「破産

更生債権等」については、当該貸倒引当金

（当第１四半期連結会計期間末2,145百万

円）を債権から直接減額することとしてい

る。
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月24日
定時株主総会

普通株式 640 6.00平成22年３月31日 平成22年６月25日 利益剰余金

　
２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項なし。

　
当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 1,067 10.00平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金

　
２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 （単位：百万円）

　

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

建設事業
（建築）

建設事業
（土木）

不動産事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 40,425 8,244 1,034 49,704 ― 49,704

  セグメント間の内部売上高
　又は振替高

85 ― 5 90 △90 ―

計 40,511 8,244 1,039 49,795 △90 49,704

セグメント利益 1,481 497 367 2,345 △836 1,509

（注）１　セグメント利益の調整額△836百万円には、セグメント間取引消去０百万円及び各報告セグメントに配分してい

ない全社費用△836百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費である。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　該当事項なし。

　
　当第１四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 （単位：百万円）

　

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

建設事業
（建築）

建設事業
（土木）

不動産事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 33,715 8,324 2,065 44,105 ― 44,105

  セグメント間の内部売上高
　又は振替高

86 ― 10 97 △97 ―

計 33,802 8,324 2,076 44,203 △97 44,105

セグメント利益 749 481 363 1,594 △963 630

（注）１　セグメント利益の調整額△963百万円には、セグメント間取引消去０百万円及び各報告セグメントに配分してい

ない全社費用△964百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費である。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　該当事項なし。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の

基礎は、以下のとおりである。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益 （円) 19.30 5.91

　（算定上の基礎） 　 　 　

　　四半期純利益 （百万円） 2,060 631

　　普通株主に帰属しない金額 （百万円） ― ―

　　普通株式に係る四半期純利益 （百万円） 2,060 631

　　普通株式の期中平均株式数 (千株) 106,749 106,747

(2) 潜在株式調整後
　　１株当たり四半期純利益

（円） ― 0.38

　（算定上の基礎） 　 　 　

　　四半期純利益調整額 （百万円） ― △590

（うち持分法適用関連会社における
優先株式が普通株式に転換された
場合の持分変動差額）

（百万円） ― （△590）

　　普通株式増加数 （千株） ― ―

（注）　前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記

載していない。

　

(重要な後発事象)

　該当事項なし。

　

２ 【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成23年８月９日

　　　東急建設株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士　　湯　本　　堅　司

　
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士　　福　本　　千　人

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東急

建設株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平

成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年

６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期

連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな

い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施

される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手

続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東急建設株式会社及び連結子会社の平成23年

６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

  報告書提出会社）が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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